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令和５年９月定例会 

提案説明（９月５日提出分・決算認定） 

 

ただいま上程になりました「市議案第７１号 令和４年度大阪府豊中市各経

済歳入歳出決算認定」について説明します。 

 

説明につきましては、「提案説明資料（決算認定）」により説明します。 

 

１ページ目、令和４年度各会計決算総括表です。 

一般会計と６つの特別会計、それから下段には３つの公営企業会計の決算状

況を記載しております。 

表は、左から、区分、予算現額、決算額として歳入、歳出、差引、繰り越す

べき一般財源、そして実質収支です。 

 

その隣が令和３年度の実質収支で、右端の単年度収支は令和４年度と令和３

年度の実質収支の差引きです。 

はじめに、一般会計です。 

歳入の決算額１千８５２億７千７２６万４千５５円に対して、 

歳出の決算額は１千７８６億７千５３７万５０８円で、 

差引である形式収支は６６億１８９万３千５４７円です。 

ここから、繰り越すべき一般財源５億４千４６１万７千円を差し引きしたもの

が実質収支で、６０億５千７２７万６千５４７円の黒字です。 

令和３年度の実質収支が５５億３千７８３万１千２０７円であったことから、         

それを差し引いた単年度収支は５億１千９４４万５千３４０円の黒字です。 

 

続きまして、国民健康保険事業特別会計は、 

実質収支が９億２千１７４万３千６８２円の黒字で、 

単年度収支が、２億５千９５６万６千７５３円の赤字です。 

 

次の後期高齢者医療事業特別会計は、 

実質収支が２億７千５６７万４千２１２円の黒字で、 

単年度収支が２千８９５万８千５７円の黒字です。 

 

次の介護保険事業特別会計は、 

実質収支が８億９千７６８万５千１８２円の黒字で、 

単年度収支が１千８７万８千３５６円の黒字です。 

 

次の母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計は、 

実質収支が９千６６２万３２５円の黒字で、 
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単年度収支が１千４１７万９千４６円の黒字です。 

 

次の公共用地先行取得事業特別会計、財産区特別会計は、実質収支・単年度

収支ともにゼロです。 

 

一般会計と特別会計の合計につきましては、 

歳入が２千７４２億４千６５２万２千６１９円、 

歳出が２千６５４億５千２９０万５千６７１円で、 

実質収支は８２億４千８９９万９千９４８円の黒字、 

単年度収支は３億１千３８９万４千４６円の黒字です。 

 

２ページ目、一般会計財政状況です。 

 

令和元年度から令和４年度までの決算額の推移と、表の一番右には対前年度

増減率を示しております。 

 

まず歳入です。歳入規模の大きいものまたは増減の動きの大きいものについて、令

和４年度決算額と対前年度増減率を説明します。 

 

市税、７１６億８千５９９万８千円、１.７％の増。 

 

地方譲与税、１９億９千４０４万３千円、３.９％の減。 

 

３段下の株式等譲渡所得割交付金、４億６千５９３万８千円、４０.６％の

減。 

 

法人事業税交付金、８億４千４４万２千円、３０．０％の増。 

  

地方消費税交付金、９０億９千４６７万４千円、５.６％の増。 

  

自動車取得税交付金、４５６万１千円、皆増。 

 

２段下の地方特例交付金、４億３４万５千円、４８.９％の減。 

 

地方交付税、１０４億２千７４０万７千円、９．４％の増。 

 

２段下の小計欄は主要な一般財源の合計で、９５８億２千１７万９千円、 

２.０％の増。 
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３段下の国庫支出金、４８２億５千２１３万円、７.７％の減。 

 

府支出金、１３１億７千２３１万７千円、１３.３％の増。 

 

財産収入、２億１千４７０万２千円、４７．６％の減。 

 

２段下の繰入金、５８億５９８万３千円、１，９２６.６％の増。 

 

３段下の市債、９０億４千３７７万６千円、２４.４％の減。 

 

歳入合計は、１千８５２億７千７２６万４千円、１.６％の増です。 

 

なお、増減率の大きいものにつきましては、のちほど歳入歳出目別一覧表を

用いての説明の際に、主な増減理由を説明します。 

 

次の３ページは、歳出決算を性質別に分類した表です。 

性質別の歳出の説明は、この箇所のみですので、主な増減理由も併せて説明

します。 

 

２段目の人件費は、２７９億９千８１０万４千円、２．２％の増で、 

退職手当や会計年度任用職員の報酬等が増加したことによるものです。 

 

物件費は、２６１億５千３１９万２千円、７．３％の増で、 

中学校全員給食の実施に伴い給食業務委託料が増加したこと等によるもので

す。 

 

その２段下の扶助費は、６１８億７千５６３万３千円、４．８％の減で、 

主な要因としては、令和３年度に実施した子育て世帯への臨時特別給付金に

つきまして、令和４年度は申請期限の延長分のみ実施したこと等により、減と

なったものです。 

 

投資的経費は、１４７億２千７５５万６千円、４５．５％の増で、令和３年

度には体育施設整備事業や住宅整備事業を実施しましたが、令和４年度におい

ては小中一貫校整備事業、地域連携センター整備事業等があり、建設事業の全

体規模として上回ったため、増となったものです。 

 

公債費は、９１億２千７９万２千円、３．６％の減で、 

主に土木債の元利償還の減により、対前年度減となったものです。 
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積立金は、６４億１千１２万６千円、２６．２％の減で、財政調整基金への

積立が増となったものの、減債基金への積立が大幅に減となったため、対前年

度減となったものです。 

 

以上、４段下の歳出合計は、 

１千７８６億７千５３７万１千円、１．３％の増です。 

        

次の４ページは、一般会計決算状況で、平成１５年度から令和４年度までの

推移を示しております。 

平成１５年度当時は、平成１０年度から続く実質収支赤字決算でしたが、平

成１６年度以降黒字に転じ、平成２６年度に特定目的基金の繰入運用も解消し

て、今回に至っております。 

 

次の５ページは、一般会計のプライマリーバランスの推移を示しておりま

す。下の棒グラフのとおり、本市では、平成１５年度までプライマリーバラン

スが赤字で、平成１６年度に黒字に転じた以降は、黒字基調を維持しており、

令和４年度についても、６４億２千７００万円の黒字となっております。 

 

次の６ページから８ページまでは、普通会計の財政構造、経常収支比率につ

いて掲載しております。 

 

経常収支比率は、市税収入等の経常的な歳入一般財源を分母とし、人件費や

扶助費など経常的な支出から特定財源を控除した額、経常経費充当一般財源を

分子とした比率です。６ページの上の表の経常収支比率欄の太字部分につい

て、令和４年度は９２．５％で、前年度の８４．９％に比べ７．６ポイントの

悪化となっております。 

これは、比率計算上の分母となる歳入の経常一般財源で、地方税や地方交付税、

地方消費税交付金が増となったものの、分子となる歳出の経常経費充当一般財

源では、物価高騰対応による物件費等の増や、障害者福祉費などの扶助費が増と

なったことなどにより、全体として歳入増加を上回る歳出一般財源の増となっ

たことが主な要因です。 

  

次に、下の表は財政力指数３か年平均の推移で、令和４年度は、０．８７と

なっております。 

この指標は、普通交付税の算定に係る基準財政需要額が分母、基準財政収入額

が分子となっており、令和４年度については、分母の伸び率が分子の伸び率を上

回ったため、前年から０.２ポイントの減となったものです。 

 

次の９ページは基金の状況です。 
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左側の表は財政調整基金及び１４の積立基金の残高を示しており、令和４年

度末のこれら基金残高の合計は、表の一番下３０６億９千１８８万９千円で、

前年度に比べ、３億６千万円の増です。 

これは主に、予算上は計上しておりました公共施設等整備基金の一般会計へ

の繰入を取りやめたことなどによるものです。 

 

次の１０ページは「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化

判断比率及び資金不足比率の概要です。 

 

はじめに、１の実質赤字比率ですが、本市は一般会計等において黒字のた

め、バーで表示しております。 

 

２の連結実質赤字比率についても、本市は関連会計が黒字または資金剰余の

ため、バーで表示しております。 

 

３の実質公債費比率は、３か年平均で２．５％です。 

 

４の将来負担比率は、分子における将来負担額から減じる要素が大きく、計

算の結果、マイナスの数値となりましたので、バーで表示しております。 

 

最後に、５の資金不足比率ですが、これは公営企業ごとの資金不足額の事業

の規模に対する比率で、本市の各公営企業会計では資金不足が生じていないた

め、こちらもバーで表示しております。 

 

令和４年度の健全化判断比率の４指標及び資金不足比率については、いずれ

も早期健全化基準等を下回っている状況です。 

 

次の１１ページでは、健全化判断比率等について、それぞれの指標が対象と

する会計の範囲を示しております。 

図の中ほどに水色の矢印で実質赤字比率の対象が一般会計等とされており、

これは本市においては一般会計、母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計及び公

共用地先行取得事業特別会計が対象となっております。 

 

その右の連結実質赤字比率は、これらに加えて国民健康保険事業や介護保険

事業などの特別会計や病院事業会計などの公営企業会計までを対象としたもの

で、全会計連結での赤字比率を見るものです。 

 

その隣の実質公債費比率は、一部事務組合である豊中市伊丹市クリーンラン

ドを含めた実質的な公債費の比率です。 
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その右の将来負担比率は、豊中都市管理株式会社など、出資法人まで含めた

ものを対象としております。 

 

以上で総括的な説明を終わります。 

つづいて、各会計の歳入歳出決算について「歳入歳出目別一覧表」より説明

します。 

 

まず１ページ目、一般会計の歳入です。 

款ごとに決算額と対前年度増減率を報告し、増減の大きなもの等につきまして

は、その主な要因を説明しますが、一般会計財政状況で決算額および対前年度増減

率を説明している款については内訳別に説明します。 

 

２ページ１行目の市税のうち、 

２行目の市民税の決算額は３５２億４千６９９万１千円、 

対前年度０．４％の増、うち３行目の個人市民税が対前年度０．１％の増、４

行目の法人市民税は対前年度３．０％の増です。 

 

５行目の固定資産税は、２５９億６千１９３万６千円、１．９％の増で、 

主に新型コロナウイルス感染症緊急経済対策として令和３年度は評価替えによ

り増加した税額を据え置いておりましたが、令和４年度は反映したことによる

ものです。 

 

１１行目の市たばこ税は、３０億３千７６１万円、 

１６．０％の増で、主に、市内取引量が増加したことが要因です。 

 

１７行目の地方譲与税のうち３ページ２２行目の航空機燃料譲与税は、 

１３億６千６７７万５千円、５．７％の減です。 

 

２８行目の利子割交付金は、７千７８３万４千円、１１．５％の減、 

 

３１行目の配当割交付金、４ページ３４行目の株式譲渡所得割交付金といっ

たいわゆる「金融所得割交付金」の増減は、この間の金融・株式市場の動向を

反映したものです。 

 

３７行目の法人事業税交付金の主な増要因としては、経過措置として、令和

３年度は３分の２が法人税割額、３分の１が従業者数で按分されていた交付基

準が、令和４年度は３分の１が法人税割額、３分の２が従業者数で按分された

ことによるものです。 
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５ページ４９行目の地方特例交付金の主な増要因としては、新型コロナウイ

ルス感染症緊急経済対策として、固定資産税及び都市計画税において特例措置

を講じたことによる減収額を補てんするために交付された特別交付金が、令和

３年度に比べて減額したことによるものです。 

 

５４行目の地方交付税の主な増要因としては、国において税収が増加したこ

とにより、普通交付税の追加交付が行われたことによるものです。 

 

６ページ６０行目の分担金及び負担金は、１３億９千６３８万４千円、 

４．９％の増で、主に私立認定こども園等の負担金にかかる民生費負担金の増

加などによるものです。 

 

６８行目の使用料及び手数料は、２０億７千４５３万５千円、 

１.４％の増で、主に体育施設使用料の増加などによるものです。 

 

７ページ８５行目の国庫支出金のうち８６行目の国庫負担金は、 

３４５億３千２７７万９千円、３．０％の増で、主に９０行目の小中一貫校整

備費にかかる教育費国庫負担金の増加によるものです。 

 

９１行目の国庫補助金は、１３５億２０５万６千円、２７．１％の減で、 

主に令和３年度に低所得子育て世帯への給付や新型コロナウイルス感染症のワ

クチン接種に係る国庫補助金を収入した分、令和４年度に減となったもので

す。 

 

８ページ１００行目の国庫委託金は、２億１千７２９万５千円、 

５．６％の増で、令和３年度の衆議院選挙に係る歳入に比べ、参議院議員通常

選挙に係る歳入が増額されたことによるものです。 

 

１０５行目の府支出金のうち１０６行目の府負担金は、 

８９億７千５６万９千円、３．７％の増で、主に１０８行目の民生費府負担金にお

いて、障害者福祉費等の伸びに応じて増となったものです。 

 

１１１行目の府補助金は、３４億８千６９７万円、５２．８％の増で、 

主に９ページ１１４行目の衛生費府補助金において、新型コロナウイルス感染

症の感染者増加に伴い、補助金が増加したことによるものです。 

 

１２１行目の府委託金は、７億１千４７７万７千円、２．７％の増で、 

主に大阪府知事選挙及び大阪府議会議員選挙に係る総務費府委託金の増加によ
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るものです。 

 

１２７行目の財産収入のうち１０ページ１３１行目の財産売払収入は、 

９千４７２万７千円、６８．３％の減で、これは令和３年度に比べ土地売払収

入が減となったものです。 

 

１３４行目の寄附金は、３億６千９２６万６千円、９．３％の減で、 

令和３年度に財団法人豊中市スポーツ振興事業団の解散清算に伴う臨時の寄附

を受けた分、令和４年度に減となったものです。 

 

１４３行目の繰入金のうち１１ページ１４８行目の基金繰入金は、 

５６億２千７１３万円、３７６１．１％の増で、令和３年度は実施しなかった

財政調整基金の繰入を実施したことによるものです。 

 

１３ページ１８５行目の市債のうち１９３行目の臨時財政対策債は、 

３４億４千３６７万６千円、６１．０％の減で、令和３年度にコロナ禍に対応

した国の地方財政計画にもとづき発行を増やした分、令和４年度に減となった

ものです。 

  

以上、１９４行目、歳入合計は、 

決算額１千８５２億７千７２６万４千円、前年度比１．６％の増です。 

 

次に１４ページ、一般会計の歳出です。 

 

１５ページ１行目の議会費は、決算額６億４千６６０万７千円、 

増減率は５．１％の増です。 

 

４行目の総務費、１９１億６千９７５万円、９．７％の増です。 

 

うち５行目の総務管理費、１６５億９千１６５万１千円、 

１０．９％の増で、主な要因としては庄内コラボセンターの整備に伴い、 

１８ページ４２行目の地域連携センター整備費が増となったものです。 

 

１９ページ５１行目の選挙費は、３億８千７７万円、６９．０％の増で、 

令和４年度に実施した参議院選挙や市長及び市議会議員補欠選挙のほか、令和

５年度実施の統一地方選挙の準備に要したものです。 

 

２０ページ６６行目の民生費は、９１２億５千６８３万１千円、 

１．３％の減です。 
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うち２１ページ６７行目からの社会福祉費において、 

７０行目障害者福祉費の伸びや、物価高騰下における生活応援臨時給付金等の

支給に伴い７４行目社会福祉対策費が増となったものです。 

 

２３ページ９０行目からの児童福祉費において、９２行目の児童福祉費は、 

１１４億７５５万９千円、３１．９％の減で、令和３年度は新型コロナウイル

スに関連する施策として子育て世帯への臨時特別給付金を実施した分、令和４

年度に減となったものです。 

 

２５ページ１１１行目の国民健康保険事業費は、 

３８億４千５１５万２千円、６．１％の増で、国民健康保険事業特別会計への

繰出金が増となったものです。 

 

２６ページ１１８行目の衛生費は、１５５億８千９１１万９千円、 

５．６％の減です。 

 

うち、１１９行目からの保健衛生費について、 

１２１行目の感染症予防費は、５０億７千８２９万２千円、２１．４％の減で、

新型コロナウイルスワクチン接種事業に係る経費の減によるものです。 

 

１２３行目の母子保健費は、７億８千８９９万４千円、２２．６％の減で、

主に「不妊に悩む方への特定治療支援事業」について保険適用化等に伴う助成

額の減によるものです。 

 

２７ページ１３３行目の病院費は、２３億５千６０１万円、 

４．６％の増で、病院事業会計への補助金・負担金です。 

 

１３４行目の水道費は、２億９千７９９万５千円、７．３％の増で、 

水道事業会計への補助金・負担金です。 

 

１３６行目からの清掃費につきまして、１３８行目のごみ処理費は、 

１３億８千５３６万７千円、４３．４％の増で、主にビン収集の委託化等に伴

うごみ収集運搬業務委託料の増によるものです。 

 

２８ページ１４３行目の労働費は、５億２千６５６万円、 

３．５％の増です。 

 

１４９行目の農林水産業費は、４千５５７万１千円、４．８％の増です。 
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２９ページ１５３行目の商工費は、１７億７千２３３万６千円、 

２１．６％の減です。 

この間、令和２年度からコロナ禍での消費喚起策としてプレミアム付商品券の発

行を行い、商工費の決算額としましては概ねその事業規模の推移を反映したものと

なっています。 

 

２９ページ１５８行目の土木費は、１００億５千２３１万９千円、 

４．９％の減です。 

 

うち１５９行目からの土木管理費につきまして、 

１６１行目の公共用地先行取得事業費繰出金は、２千４７９万３千円、 

２６４１０５．５％の増で、主に大島町地区主要生活道路等に係る公共用地先

行取得事業特別会計への繰出を行ったことによるものです。 

 

３０ページ１６５行目の道路橋梁費は、２９億８５万９千円、 

１．５％の増、 

 

うち１６８行目の道路橋梁新設改良費は、７億２１１万１千円、 

２３．６％の減で、令和３年度に利倉橋が全面開通したことに伴い、工事費が

減少したものです。 

 

 ３１ページ１７４行目の下水道費は、２９億４千６９５万３千円、 

２．７％の増、公共下水道事業会計への負担金・補助金です。 

 

１７６行目からの都市計画費について、１８３行目の公園整備費は 

５億３千４６７万３千円、４９．５％の増で、金坂池跡地を取得し、 

公園整備の基本設計を行ったことによるものです。 

 

３２ページ１８５行目からの住宅費について、１８８行目の住宅整備費は、 

４億３３８万８千円、６６．１％の減で、主に、市営岡町北住宅１・２棟建替

え事業が令和３年度に完了したことによるものです。 

 

１８９行目の消防費は、４８億５千４７６万４千円、０．１％の減で、 

そのうち、１９３行目の災害対策費は、１億９千４２４万１千円、 

５０．８％の減で、新型コロナウイルス感染症対応に係る時間外勤務手当や特

殊勤務手当などの減によるものです。 

 

１９５行目の消防施設整備費は、３億５０９万６千円、２２８．４％の増で 
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主に消防車両の更新によるものです。 

 

３３ページ１９６行目の教育費は、２０５億２千３万７千円、 

４１．８％の増で、 

うち、１９７行目からの教育総務費につきまして、 

２０７行目の小中一貫校整備費は、６１億１千９７６万８千円、 

１８５．９％の増で、主に庄内さくら学園整備事業によるものです。 

 

３４ページ２１５行目からの中学校費について、 

２１８行目の中学校給食費は、１０億６千５８８万９千円、皆増で、 

中学校給食が２学期から全員給食となったことによるものです。 

 

３５ページ２２１行目からの社会教育費について、 

３６ページ２３３行目の（仮称）郷土資料館整備費は、 

１億３千４３万円、皆増で、郷土資料館の開館に向けて、展示室等の整備を行

ったことによるものです。 

 

２３７行目の公債費は、９１億２千７９万２千円、３．６％の減です。 

 

２４１行目の諸支出金は、５１億２千６８万４千円、２８．８％の減で、 

主に３７ページ２４５行目の減債基金積立金について、令和３年度に今後の公

債費負担に備えるため積立てた分、令和４年度に減となったものです。 

 

２４６行目の予備費は、予算執行時において、予備費から当該執行科目へ充

当を行うため決算額としては、０となります。令和４年度は、住宅管理費及び

災害対策費に充当しました。  

 

以上、２４９行目、歳出合計は、 

決算額１千７８６億７千５３７万１千円、前年度比１．３％の増です。 

 

 

次に３８ページ、国民健康保険事業特別会計です。 

 

歳入について、３９ページ１行目の国民健康保険料は、 

７９億１千３９１万４千円、１．３％の増です。 

  

 ８行目の国庫支出金は、１８１万６千円、９８．１％の減です。 

 

１２行目の府支出金は、２７７億２千２３６万５千円、 



 

 12 / 15 

 

０．４％の減です。 

 

４０ページ１６行目の繰入金は３８億４千５１５万２千円、 

６．１％の増です。 

 

以上、４１ページ３３行目、歳入合計は、決算額４０７億１９５万２千円、 

前年度比０．５％の減です。 

 

次に４２ページ、国民健康保険事業特別会計の歳出です。 

 

４３ページ１行目の総務費は、７億４千７５３万４千円、 

５．５％の増です。 

 

１０行目の保険給付費は、２７０億１千４５８万１千円、０．２％の減で、 

そのうち、４４ページ１１行目の療養諸費は、 

２３３億４千６２４万４千円、０．３％の減です。 

 

４６ページ３４行目の国民健康保険事業費納付金は、 

１１６億２千９７３万５千円、０．４％の増で、大阪府が府内全体の医療給付

費等必要額を市町村ごとに按分し、本市に示された額を納付するものです。 

 

以上、４８ページ５９行目、歳出合計は、 

決算額３９７億８千２０万８千円、前年度比０．１％の増です。 

 

次に４９ページ、後期高齢者医療事業特別会計です。 

 

歳入については、５０ページ１行目の後期高齢者医療保険料は 

５９億７千４２２万円、８．１％の増です。 

 

８行目の繰入金は１１億９千８９６万円、５．９％の増で、 

一般会計からの保険基盤安定繰入金等です。 

 

以上、５１ページ２４行目、歳入合計は、決算額７４億６千１２万円、 

前年度比７．７％の増です。 

 

次に５２ページ、後期高齢者医療事業特別会計の歳出です。 

 

５３ページ６行目の後期高齢者医療広域連合納付金は、 

７０億３千７６８万４千円、７．３％の増で、被保険者から納付された保険料
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収入と一般会計からの繰入金を財源として広域連合に納付したものです。 

 

以上、５４ページ１５行目、歳出合計は、 

決算額７１億８千４４４万５千円、前年度比７．６％の増です。 

 

次に５５ページ、介護保険事業特別会計です。 

 

歳入について、５６ページ１行目の保険料は、７５億５０８万５千円、 

０．３％の増で、収納率の上昇などによるものです。 

 

７行目の国庫支出金は、９５億６千６５６万５千円、５．８％の増で、 

介護給付費国庫負担金や調整交付金などです。 

 

５７ページ１７行目の支払基金交付金は、 

９９億７千４４０万９千円、２．４％の増です。 

 

２１行目の府支出金は、５１億４千１１万３千円、２．１％の増です。 

 

５８ページ３０行目の繰入金は、６４億５千３８８万２千円、 

６．４％の増です。 

 

以上、６０ページ５３行目、歳入合計は、 

決算額３９５億３千３５７万７千円、前年度比３．１％の増です。 

 

次に６１ページ、介護保険事業特別会計の歳出です。 

 

６３ページ１１行目の保険給付費は、 

３５６億１千８３８万４千円、３．３％の増です。 

 

６８ページ５６行目の基金積立金は、２億２千２３９万３千円、 

１５３．６％の増で、前年度の第１号被保険者に係る保険料の剰余分を介護給付費

準備基金へ積み立てたものです。 

 

以上、６５行目、歳出合計は、 

決算額３８６億３千５８９万２千円、前年度比３．２％の増です。 

 

次に６９ページ、母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計です。 

 

歳入につきまして、７０ページ７行目の諸収入について、うち、 
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８行目の貸付金元利収入は、３千５４０万２千円、１０．４％の減です。 

 

以上、１３行目、歳入合計は、決算額１億１千８０３万円、 

前年度比２５．７％の増です。 

 

次に７１ページ、母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計の歳出です。 

 

７２ページ１行目の母子父子寡婦福祉資金貸付事業費は、 

５０９万５千円、５５．６％の減です。 

 

５行目の公債費は１千１２３万１千円、皆増です。 

 

以上、７３ページ１１行目、歳出合計は、決算額２千１４１万円、 

前年度比８６．６％の増です。 

 

次に７４ページ、公共用地先行取得事業特別会計です。 

 

歳入について、７５ページ４行目の繰入金は、１億８千１８８万３千円、 

１５．３％の増です。 

 

以上、１２行目、歳入合計は、決算額７億２千５６９万３千円、 

前年度比２９１．０％の増です。 

  

次に７６ページ、公共用地先行取得事業特別会計の歳出です。 

７７ページ１行目の公共用地先行取得費は、５億１千９５４万８千円、 

２０１９．８％の増で、令和４年度においては、都市計画道路曽根島江線及び

服部天神駅周辺地区における駅前広場の整備に伴う用地取得にかかる経費で

す。 

 

以上、歳出合計は、歳入合計と同額です。 

 

次に７９ページ、財産区特別会計です。 

 

豊中市（旧熊野田村）財産区など、２３財産区の決算で、 

歳入につきまして、８０ページ４行目の財産収入は、 

３億５千４７９万３千円、６４３２．８％の増で、 

金坂池跡地の売却によるものです。 

 

以上、８１ページ１６行目、歳入合計は、決算額４億２千９８８万７千円、 
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前年度比６８６．４％の増です。 

 

次に８２ページ、財産区特別会計の歳出です。 

 

８３ページ１行目の財産費は、 

４億２千９８８万７千円、６８６．４％の増です。 

 

以上、８５ページ２６行目、歳出合計は、歳入合計と同額です。 

 

以上、概括的でございますが、令和４年度各経済歳入歳出決算認定の説明を

終わります。 


